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研究成果の概要（和文）：研究期間内にわれわれが実施した研究成果の概要は以下の通りである。日本農業では
農業者戸別所得補償制度の直接支払いが稲作農家における所得の安定性確保に貢献したか否か、さらには稲作農
家の所得不均衡を是正したか否かを分析した。中国農業では酪農を対象として生産性水準の規模間格差を比較し
た分析を行った。また、中国畑作の研究として、トウモロコシ作生産性に関する地域別貢献度を分析した。一
方、韓国農業では稲作生産性の地域別貢献度を分析した。

研究成果の概要（英文）：Our research achievements for the whole research period can be summarized as
 below. For Japan’s agriculture, we analyzed the effects of direct payments on rice income 
variability in Japan based on a balanced panel dataset of Japanese rice farms. The income-equalizing
 effect of direct payment on rice income inequality in Japan was investigated. For China’s 
agriculture, we investigated empirically whether the milk productivity levels of Chinese large-scale
 dairy farms were higher than those of small- and medium-scale dairy farms. The regional 
contributions to the changes in China’s maize productivity were analyzed. For Korea’s agriculture,
 we calculated regional contributions of total factor productivity for Korea’s rice-farming.

研究分野： 農業経済学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究から得られた研究成果について、その学術的意義は日中韓３か国の農業に対し生産性を計量的に分析した
だけではなく、生産性分析から派生した生産性の地域別貢献度などを数量的に解明したことにある。本研究成果
の社会的意義は、特に日本農業に関して、農業者戸別所得補償制度の直接支払いが稲作農家における所得の安定
性確保に貢献したか否か、さらには稲作農家の所得不均衡が是正したか否かを分析したことで、現実の農業政策
がどの程度の有効性を示したかを明らかにした点である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 

 2018 年の TPP11 合意を端緒とし、RCEP や日中韓 FTA など他のメガ FTA 交渉も進むにつれ、

メガ FTA による貿易自由化圧力に対応するため、関係各国は自国農業の国際競争力向上が焦眉

の急となっている。とりわけ、アジア諸国のうち、農家１戸当りの経営規模が小さい日中韓３

か国は自国農業の国際競争力強化が益々必要となる。農業の国際競争力を把握する指標の一つ

として農産物生産費格差がある。生産費格差に関しては農林水産省が 2019 年に日本、米国、イ

タリア、中国の農業生産資材の価格比較などを行っている。ただし、農産物生産費格差には生

産資材価格のほか、農業生産性や生産規模などの要因も影響を与えるが、かかる要因のうち、

どれが農産物生産費格差に大きく影響しているかは注目される。また、農産物の輸入自由化圧

力が高まる一方で、温室効果ガスの排出量増加にともない、地球温暖化による気候変動が農業

に及ぼす影響も一層憂慮される。 

特に、近年の気候変動の影響は、稲作の高温障害として現れ、米の減収や白濁化などの品質

低下も懸念されている。今後、メガ FTA が成立した場合、稲作を中心としたアジア各国の農業

へは甚大な影響を及ぼすことが予想される。こうした貿易自由化圧力の下で、さらに気候変動

によって農業生産性が停滞し、農産物生産費の削減にブレーキがかかる事態となれば、日中韓

３か国の農業は比較劣位化が一層進み、食料自給率が低下するなど極めて憂慮すべき状況に陥

る恐れがある。 

このように、貿易自由化圧力と気候変動の影響は、日中韓３か国において農業の存立基盤に

対する脅威となっている。さらに、不測時における食料安全保障の観点からも、国内農業の生

産基盤を強化することは急務であり、こうした諸問題解決の前提条件の一つとなる農業生産性

向上による農産物生産費削減を通じた食料自給率の向上は、極めて重要な政策課題である。 

一方、農業の国際競争力に関する既存研究は国家間の農業経営費そのものの比較か、労働生

産性を比較した分析にとどまっており、日本が関係するメガ FTA 参加国を対象とした農産物生

産費格差と農業生産性格差、生産規模格差との関連性を包括的に分析した研究は皆無に等しい

状況である。 
 
 
２．研究の目的 

本研究の目的はTPP11の締結をはじめ、RCEPや日中韓FTAなどの貿易交渉の進展を背景とし

て日中韓３か国における農産物生産費格差の要因分析、メガFTAによる貿易自由化圧力の農産

物生産費格差に及ぼす影響分析、ならびに気候変動が農業生産性と農産物生産費へ及ぼす影響

分析を通じ、国際競争力向上と気候変動への対応が両立した食料自給率向上への示唆を与える

ことにある。 
 
 
３．研究の方法 

上記の目的を遂行するため、本研究では当初以下の方法を適用し、実施する予定であった。 

第一に、日中韓３か国の農産物生産費格差の計測に必要なデータベースを構築した後、農産

物生産費格差を計測し、さらに生産費格差に対する要因分析を実施する（農産物生産費格差分

析）。 

第二に、日中韓３か国の農産物生産費格差の分析結果を踏まえ、各国の地域別データを利用

して、農産物生産費削減に関し、どの地域が最も大きく生産費削減に貢献したかを解明する（地



域別貢献度分析）。 

第三に、日中韓３か国について、農産物生産費の国家間格差が縮小しているか否かを分析し

（経済収束分析）、農産物生産費格差に対する貿易自由化圧力の影響を解明する（貿易自由化

影響分析）。 

第四に、日中韓３か国について、気候変動による農業生産性と農産物生産費への影響を解明

する（気候変動影響分析）。最後に、以上の分析結果に基づき、国際競争力向上と気候変動へ

の対応が両立した食料自給率向上への方策を考察する（食料自給率影響分析）。 
 
 
４．研究成果 

本研究の目的は貿易自由化圧力と気候変動に対応した日中韓３か国の農産物生産費格差に関

する比較分析を行うことであるが、その中で農産物の生産費格差をもたらす要因に関連し、研

究期間内においてわれわれが本研究から得られた農業生産性に関する研究成果を国別に示すと

以下の通りである。 

(1)日本農業 

われわれは稲作農家を対象として農業者戸別所得補償制度の直接支払いが稲作生産性に対す

る影響分析を実施し、この分析結果をニュージーランド農業・資源経済学会でオンライン報告

した。また、北海道と府県間における稲作生産性の比較分析を行い、北海道農業経済学会でオ

ンライン報告した。さらに農業者戸別所得補償制度の直接支払いが稲作農家の所得不均衡を是

正するのか否かを分析し、この論文は Journal of Policy Modeling に掲載された。 

一方、われわれは農業政策の中心目標の一つである農業所得の安定性確保に着目し、農業者

戸別所得補償制度の直接支払いが稲作所得の不安定性に対する影響を分析するため、分散の要

因分解分析を適用した。その結果、直接支払いのうち、米の所得補償交付金は経済的安定性の

面で望ましい効果を有していたこと、「農業経営の安定」という戸別所得補償制度の主目的にも

合致していたことが明らかとなった。この研究成果は欧州農業経済学会などでオンライン報告

を行ったほか、稲作所得の不安定性に対する影響を分析した論文が Australian Journal of 

Agricultural and Resource Economics に掲載された。 

また、農業者戸別所得補償制度の導入が稲作生産性水準に及ぼした影響を分析するため、規

模の経済性を考慮した multilateral 生産性指数を計測した。さらに、その計測結果を利用して傾

向スコアマッチングと差分の差分法を組み合わせた分析を行った結果、作付面積が 1ha 以上の

農家について、戸別所得補償制度の導入当初に当たる 2011 年においてのみ、稲作生産性水準に

対し正の影響を有していた可能性が示された。この論文は『経済研究』に掲載された（ただし、

論文の DOI 付与は本研究成果報告書を提出した時点で準備中であった）。農業生産性以外の研

究では、日本の稲作を対象として、稲作経営におけるエネルギー効率と経営規模との関連性に

関する分析を行った。われわれはこの研究成果をシステム農学会で報告した。 

 

(2)中国農業 

中国酪農を分析対象として規模に関して収穫一定を仮定したmultilateral 生産性指数による生

産性水準の規模間格差を比較し、分析を行った。その結果、中国酪農において、大規模経営は

中小規模経営よりも生産性水準が高いという明瞭な傾向が見られないことが示唆された。われ

われはこの研究成果を日本農業経済学会と欧州農業経済学会でオンライン報告し、この論文は

『農業経済研究』に掲載された。 

一方、中国畑作に関してはトウモロコシ作を対象として生産性の地域別貢献度を分析した。



その結果、トウモロコシの生産量シェアが高い主要産地である吉林省は生産性が停滞し、中国

全体のトウモロコシ作生産性を引き下げている負の貢献をなしている点を初めて示すことがで

きた。われわれはこの研究成果を日本フードシステム学会でオンライン報告し、この論文は『フ

ードシステム研究』に掲載された。 

さらに中国大豆作を対象とした生産性の地域別貢献度分析を行い、大豆の生産量シェアが高

い主要産地である黒竜江省と内蒙古自治区の２地域だけで 89％の貢献をしている点が明らか

となった。われわれはこの研究成果を豪州農業・資源経済学会でオンライン報告を行った。 

 

(3)韓国農業 

韓国農業を対象とした研究で、われわれは規模に関して収穫一定を仮定した multilateral 生産

性指数による稲作生産性の地域別貢献度を分析した。この分析結果から韓国稲作の穀倉地帯で

ある全羅北道の貢献度がマイナスの貢献となっており、この全羅北道のマイナス貢献が韓国全

体の稲作生産性を停滞させる主たる要因であったことが示唆された。この論文は『農経論叢』

に掲載された。 

 

(4)総括 

 最後に、当初われわれは本研究において日中韓３か国の農産物生産費格差に関する比較分析

を行う予定であったが、本研究期間 1 年目の 2020 年度からコロナウィルスの感染拡大による厳

しい行動制限と研究活動への制約をはじめとする諸般の事情から、農産物の生産費格差を比較

分析するまでには至らなかった。しかしながら、われわれは本研究でイタリアおよび韓国の研

究者と国際共同研究を遂行する一方、本研究期間内において得られた農業生産性に関する研究

成果を国内外の学会で報告しただけにとどまらず、複数の論文がインパクト・ファクター付き

の国際ジャーナルや国内の学会誌に掲載されたことから、われわれは質の高い研究成果を上げ

ることができたと考えている。 
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